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＊いじめ
・「スクールカースト」の構図、中２自殺の背景に（読売新聞・12月26日）
　兵庫県加古川市の市立中学２年の女子生徒（当時１４歳）が昨年９月にいじめが原因で自殺した問題で、市教委が設置した第三者委員会は、クラスの生徒間で序列ができる「スクールカースト」の構図が、いじめの背景にあったことを指摘した。

　担任ら学校側がこの構図の重要性を認識していなかったことが、女子生徒からのいじめの訴えを見過ごす要因だった可能性が高いという。

　遺族側代理人の弁護士が明らかにした報告書の一部によると、１年生の時、女子生徒のニックネームをクラスのムードメーカーが繰り返しからかい、クラス内では、女子生徒に関わると同様にからかわれるのではないかという空気ができた。３学期になると、女子生徒はクラス内で無視され完全に孤立。無料通話アプリ「ＬＩＮＥ」には、クラスメートが女子生徒を後ろから撮影した写真とニックネームがアップされた。部活動でも悪口を言われた。

　報告書では、こうした日常的ないじめで自己否定感を強め、対人関係の極度な不安定さやいじめへの脆弱性が形成されていったとしている。

　クラス替えした２年でも、別の生徒からの嫌がらせが続き、発言力のあるグループから無視されたり、からかわれたりした。

　この間、女子生徒は担任と学校生活の悩みなどをやりとりする「生徒ノート」に、「きつい」「しんどい」などと書き、学校生活アンケートでもいじめに悩む様子をうかがわせる回答をしたが、学校側はいじめを認識せず、対応することはなかった。

　第三者委はいじめ防止のために「スクールカーストの概念を理解して教室運営にあたるべきだ」と提言。吉田圭吾委員長は記者会見で「スクールカーストでは、発言力があり、面白くクラスを盛り上げる生徒の地位が高くなる。そういう生徒がいじめる側に回ると、誰も逆らえないという流れができ、教師からいじめが見えにくくなるのが特徴だ。地位が高い生徒こそ、いじめる側ではないかという視点が必要だ」と話した。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20171226-OYT1T50036.html

＊虐待
・面前ＤＶ判決　元少年に必要なのは…重い刑罰か治療か（毎日新聞・12月13日）
　夫婦げんかを目撃する心理的虐待「面前ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）」にさらされ続けた当時１９歳の元少年（２１）が父親（当時４９歳）を刺殺して殺人罪に問われた裁判員裁判。仙台地裁は１３日、元少年に懲役１１年（求刑・懲役１４年）を言い渡した。
　面前ＤＶにさらされ続けた元少年の成育歴が量刑にどこまで反映されるかに注目が集まった。石油ストーブを投げ、跳び蹴りする親の姿を物陰からじっと見続けて育った元少年の心はゆがんだ。自傷行為を繰り返し、自分自身を傷つけることで怒りや不安を晴らし「生き延びてきた」と専門家はいう。
　元少年は事件前に自殺未遂をして入院している。だが、入院先の医師も学校の担任も少年の心のＳＯＳを見逃した。臨床心理士の春原由紀さんは「家庭内暴力を見て育つと、暴力の応酬という形でしか問題解決の方法が学習できなくなる。自傷行為で暴力の衝動を自分に向けてきたが、もう耐えきれなくなったのだろう」と分析する。お茶の水女子大の戒能民江名誉教授（ジェンダー法学）は「夫婦げんかであっても子どもの人生を狂わせる暴力は罪深いことに社会は目を向けるべきだ」と指摘する。
　子どもの心理カウンセリングを担う臨床心理士の酒井道子さんは「子どもの成長には安心で安全な環境が不可欠なのに、元少年の家庭は常に壮絶な夫婦げんかが起こり緊張していた。怒りや無力感や不安をのみ込み、抑圧することで生き延びてこられたのでは」と指摘する。
　警察庁や厚生労働省の調査では、面前ＤＶにさらされた子どもの数は急増する一方だ。関東地方の少年院で働く男性は「今いる少年の３割が面前ＤＶ被害に遭っている。無表情で感情のコントロールが難しい少年が多い」と明かす。
　発達や健康に深刻な影響を及ぼす面前ＤＶだが、心の傷は目に見えないために軽視されがち。支援は待ったなしだが、治療できる人も医療機関も少ないのが現状だ。面前ＤＶによって健全な人格に育たなかった元少年は加害者なのか被害者なのか。必要なのは重い刑罰なのか治療なのか。今一度、社会全体で考える必要がある。
https://mainichi.jp/articles/20171214/k00/00m/040/107000c

・児童養護施設出た後、半数以上が非正規雇用（京都新聞/Ｙａｈｏｏニュース・12月16日）
　京都市内の児童養護施設の退所者を対象に市が初めて行った実態調査で、就業者のうち雇用形態が非正規の割合が５０％を超えていることが１５日、分かった。４人に１人が高校を中退するなど進学でつまずいていることも判明した。経済的な基盤の弱さが日常生活の不安につながっている。
　調査は、公的支援が弱いとされる施設退所者の働き方や暮らしぶりを把握するため、過去１０年に１５歳以上で退所した３２７人を対象に行い、９３人が答えた。
　就業者の雇用形態は、正規が３５・４％にとどまった一方、非正規が５０・８％に上った。府内の就業者全体の非正規割合は約４割とみられるため、収入が不安定な形態で働いている退所者の割合が全体平均よりも高いことが分かった。
　月収は、１５万円以下が５５・４％を占めた。同様の調査をしている大阪市の４３・５％、東京都の５２・５％に比べて収入が低い退所者の割合が高かった。
　困り事は、「経済面」を挙げる退所者が退所直後３年間（５６％）、現在（４１・８％）とも最多だった。続いて「仕事」（退所直後３６・３％、現在３３％）、「親との関係」（３４・１％、２７・５％）となった。
　進学に関しては、９２・３％が高校に進学したが、２５・３％が中退した。中退率は大阪市の退所者の３・４％、全国の同年代平均の１・４％に比べて突出して高かった。主な理由は「人間関係」や「目的を見いだせない」などで、市の担当者は「虐待を受けた経験や自己肯定感の欠如が原因となって、人間関係につまずきを覚える人が多いのではないか」と分析する。
　大学・専門学校を卒業したか、中退したと答えた退所者は１４・３％だった一方、無回答も３９・６％に上った。
　調査を監修した佛教大の伊部恭子教授（社会福祉学）は「京都市内の退所者は高校中退率が高いという特異な課題があることが分かった。学歴に相関して収入が高くなるという先行研究がある。学歴が全てではないが、大学や専門学校などへの進学率の低さも含め、改善を促したい」と話している。
・児童養護施設　児童福祉法に基づく児童福祉施設で、虐待を受けたり、親がいなかったりする子どもが多く入所する。原則１８歳で退所するが、保護者を頼れない人が多い。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20171216-00000021-kyt-soci

・箕面虐待死　弟あざ、児相に連絡せず　市が兆候見過ごす（毎日新聞・12月27日）
　大阪府箕面市の筒井歩夢（あゆむ）ちゃん（４）が母親の麻衣容疑者（２６）らに虐待を受けて殺害されたとされる事件で、通っていた市立保育所の家庭訪問で弟（２）の顔にあざが確認されたのに、市は府池田子ども家庭センター（児童相談所）に連絡していなかったことが分かった。センターと市は昨年以降、母親のネグレクト（育児放棄）に気づいて対応を続けていたが、生活環境の変化や、暴力へとエスカレートする兆候は見過ごされた。
　一家を巡っては、同府池田市で生活していた昨年５月、自宅の電気が止められたことでセンターが対応を開始。翌月、麻衣容疑者が兄弟を夜間の職場に連れていったとしてネグレクトの疑いで一時保護した。昨年８月に箕面市に転居後も、センターと同市はネグレクトがあった家庭として検討を続け、今年５月には、市の働きかけもあり２人そろって保育所に通い始めた。
　だが、８月には兄弟の服装が臭ったり、おしめが長時間交換されていなかったりなど再びネグレクトが疑われ、保育所や市は家庭訪問や電話による接触を繰り返していた。
　兄弟に大きな変化があったのは今年１１月１７日以降。連絡なく保育所をほとんど休むようになった。この頃、松本匠吾容疑者（２４）と同容疑者の後輩という大倉敏弥容疑者（２０）との同居が始まったとされる。
　保育所の職員は今月９日に弟の左頬にあざを確認。保育所の所長は「１～２週間休むのは初めてなので心配していた」などと振り返ったが、こうした情報がセンターと共有されることはなかった。また、２２日夜にも自宅訪問する予定があったが、同日に偶然母子の様子を路上でみかけた職員の情報を基に「大丈夫」と判断し、訪問を先送りした矢先に事件が起きた。
　市の担当者は「今回は危険度が高いと認識していなかった」と釈明している。
　ＮＰＯ法人児童虐待防止協会の津崎哲郎理事長（７３）は、保育所や箕面市の対応について「リスクがある家庭だという認識が甘く、対応が遅かった」とみる。その上で「子供を連れた母親が新たな相手と交際した際起こりうる、典型的な虐待のケース」と指摘した。「子供は母親を取られたと受け取り、反抗的な態度を取ることが多く、男性がしつけとして子供を押さえつけるとさらに反抗し、男性のしつけも暴力へと激化する」との見方を示し、行政関係者がこうした傾向を周知すべきだとした。
https://mainichi.jp/articles/20171227/k00/00m/040/174000c

＊体罰
・＜桜宮高バスケ部自殺＞「指導死」許さぬ環境を　先輩が訴え（毎日新聞・12月22日）
　大阪市立桜宮高校バスケットボール部のＯＢで、２０１２年１２月に自ら命を絶った男子生徒の２年先輩だった谷豪紀さん（２４）＝東京都＝は今秋、行き過ぎた指導がきっかけで子供が自殺に追い込まれる「指導死」をテーマにしたシンポジウムに登壇し、初めて大勢の前で事件について思うことを語った。「体罰に反対する人が声をあげられる環境が大事だ」と訴える。

　谷さんは入学した２００９年の夏、体罰を初めて目撃した。先輩が元顧問から殴られていた。自身も殴られた。「生徒に気合を入れるため殴っていたことはあったと思う。しかし、信頼関係より恐怖があった」。部員たちは体罰を「ハマる」と言った。「天気が悪いみたいに避けられないものと思っていた」

　勤続年数が長い元顧問は校内での発言権が強く、他の教員に相談しても解決につながると思えなかった。事件後に「部活をやめればよかったのに」という意見を耳にしたが、部活動は授業に組み込まれ、退部や転部は考えられなかった。

　元顧問からの体罰を苦に自殺した生徒は「誰からも学ぶ姿勢があり、みんなから可愛がられていた」。事件の詳細を知るうちに怒りが生じた。生徒たちは「暴力は厳禁」と教え込まれるのに教員は許される。在学中から理不尽さを感じていた。

　ただ、元顧問に抱く思いはさまざまだ。今も当時の仲間とは事件の話はしにくい。東京で会社員として働きながら昨年、ＯＢだと明かして事件について初めてブログにつづった。体罰の経験者や現役教員らから数十件のコメントが寄せられ、「指導死」親の会が１０月に東京で開いたシンポジウムへの登壇を打診された。

　「体罰は自分たちのためだったという意見はあるが、体罰以外に指導の方法はある。子供にも尊厳はある」。そう訴えた。「理不尽に他人を傷つける人は、指摘されない限り気付かない」との思いからだ。体罰を認めない意識は、まだ社会に浸透しきっていないと思う。今後は教員向けにも講演する予定だ。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20171222-00000050-mai-soci

・体罰根絶　部活動の指導法改善へ模索　各自治体（毎日新聞・12月28日）
　毎日新聞が都道府県・政令市を対象に実施したアンケートからは、部活動の指導に絡む体罰の根絶に向けた模索が浮かび上がる。
　「部活動で絶対負けたくない」「覇気のない部員を見ると無性に腹立たしい」「そういう生徒に粘り強く言葉で指導するのは無駄だ」－－。神奈川県教委がまとめた「部活動指導ハンドブック」（２０１１年１月改訂）には、体罰につながる項目を並べた指導者向けの自己点検リストがある。ほぼ全項目が該当すれば体罰しやすい状態にあり、注意を促す。県教委保健体育課は「指導者が自分を省みる一助となるようにした」と狙いを説く。
　福岡市は市立４高校の部活動顧問の代表と学校長、体育団体関係者らでつくる意見交換会を年２、３回開催。体罰の具体例を取り上げ指導のあり方などを話し合う。市教委生徒指導課は「地域全体で体罰防止に向けた意識を共有している」と説明する。
　東京都は１５年度、指導力に秀でた部活動の顧問を表彰する「グッドコーチ賞」を創設。生徒や保護者、卒業生、教諭らの評価も参考に都立高の校長や市区町村教委が推薦し、毎年５０～１００人を選ぶ。受賞した教諭は研修の講師役を務めるなど後進の育成にもあたる。都教委指導企画課は「従来は競技会で優秀な成績を収めた指導者が評価される傾向があった。賞の創設で指導力を高めようという意識の向上につながった」と強調する。
　大阪市は１４年１月作成の冊子で生徒や保護者への体罰アンケートを奨励したが、実施率にばらつきがあり、１６年度からアンケートの年２回実施を義務付けた。今年３月には部活動の指導で暴力を振るった顧問は処分確定後、１年以上復帰させないことを新たに決めた。市立中の男子バレー部顧問が常習的な体罰で１１月に停職３カ月（依願退職）となった事案では、新ルールに該当するとして処分前に顧問から外していたという。【岡崎英遠、岡崎大輔】
国の指針そのまま適用に疑問
　部活動や体罰問題に詳しい神谷拓・宮城教育大准教授（スポーツ教育学）の話　体罰防止のガイドラインは本来、地域のさまざまな実情に合わせて作成すべきだ。今回のアンケート結果では、国のガイドラインをそのまま適用している自治体が約４割あり、切実な問題として捉えているのか疑問だ。部活動の教育的意義は生徒が自分自身で課題を解決することで、そもそも体罰が入り込む余地はない。部活動で育む教育とは具体的にどういうものか議論して明確にしない限り、体罰が再び繰り返されることになるだろう。
https://mainichi.jp/articles/20171228/k00/00e/040/255000c

＊子どもの貧困
・ひとり親世帯、子の世話犠牲の恐れも　京都で貧困研究大会（京都新聞/Yahooニュース・12月9日）
　学会「貧困研究会」の第１０回研究大会が９日、京都市北区の大谷大で２日間の日程で始まった。「子どもの貧困の現状と政策的課題の検討」をテーマに、ひとり親世帯の生活の厳しさが議論されたほか、厚生労働省が示す来年度の生活保護費の一部減額方針についても懸念が示された。
　大会は、来年度に社会、教育の両学部を開設する同大学との共催。研究者や市民ら約８０人が参加した。
　日本では７人に１人の子どもが相対的貧困にあるとされる中、首都大学東京の阿部彩教授は、東京都が昨年に行った子どもの生活実態調査でひとり親世帯の３割以上が生活困難だったと紹介。「親の仕事のため、子どもの世話が犠牲になっている可能性がある」と指摘した。
　また、大妻女子大の林明子常勤特任講師は生活保護世帯の子どもを調べた結果を示し、「子どもの過重な家事の役割を軽減する支援が必要だ」と強調した。
　厚労省が示す来年度の生活保護費見直しも議論になった。食費や光熱費などに充てる生活扶助費や、ひとり親世帯が対象の母子加算が引き下げられる方針で、日本女子大の岩永理恵准教授は「子どもの権利を考えることが重要だ」と述べた。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20171209-00000033-kyt-soci

・生活保護世帯の大学進学、一時金支給へ　政府方針（朝日新聞・12月10日）
　生活保護を受ける世帯の子どもの大学や専門学校への進学を支援するため、政府は来年４月から入学時に一時金を支給する方針を固めた。親元を離れる場合は３０万円を配る。同居を続ける場合は１０万円とし、さらに生活保護費の住宅費の減額ルールをやめる。来年の通常国会に提出する生活保護法の改正案に盛り込む。

　受給世帯の大学などへの進学者は昨年度で４６１９人。進学率は３３％で、全世帯の７３％を大きく下回る。この教育格差が親から子どもへの「貧困の連鎖」を生んでいるとして、対応を求める声が広がっていた。

　一時金の名称は「新生活立ち上げ費用」。パソコンや教材のほか、一人暮らしを始める場合は生活用品などに使うことを想定する。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20171210-00000005-asahi-soci

・学力格差　貧困家庭の子、小４から拡大　日本財団分析（毎日新聞・12月30日）
　経済的に苦しく、生活保護などを受ける世帯の子どもは、そうでない世帯の子と比べて国語や算数の学力の平均偏差値が低くなる傾向があり、特に小学４年生ごろから学力の格差が広がるとの研究結果を日本財団がまとめた。大阪府箕面市の調査を基に分析した。
　日本財団は「基礎の応用が小４ごろから必要になる。貧困家庭の子は幼い頃から勉強や規則的な生活習慣を身につけにくく、学力格差の拡大を招いている」と指摘し、低学年への支援を訴える。
　箕面市の協力を得て２０１４年度から３年間、市内の小中学生を対象に市が実施した学力や生活状況の調査データを分析。生活保護や就学援助などを受ける世帯と、受けない世帯との比較で、子どもの教科別の平均偏差値の差を学年ごとに割り出した。
　国語では、生活保護世帯の小２の平均偏差値は４９．６で、保護を受けない世帯の子（５０．１）との差は０．５ポイントだったが、小３では１．９ポイント、小４では５．５ポイントに拡大。小５以降も４ポイント以上開きがあり、中２では５．８ポイント差だった。算数と数学でも同じ傾向だったとしている。
　勉強やスポーツで打ち込んでいることや朝食を取る習慣の有無、身近に相談できる人がいるかどうかなども、世帯によって差があった。ただ、貧困世帯でも、学力の高い子どもは生活習慣や学習習慣などを身につけている傾向があった。
https://mainichi.jp/articles/20171230/k00/00m/040/028000c

＊性暴力
・刑務所　性犯罪再犯防止に黄信号　受講待機者が増加（毎日新聞・12月6日）
未指導で出所の恐れ
　刑務所で受刑者を対象に実施されている「性犯罪再犯防止指導」の受講待機者が増え続けている。現在の刑務所の体制では、毎年５００人程度しか受講できないのが主な原因。受刑者に受講の意欲があっても指導が受けられないまま出所する状況に陥りかねず、体制の見直しが急務となっている。
　全ての受刑者は入所の際、犯罪内容などから「性犯罪者調査対象者」に該当するか否かで振り分けられる。対象となれば、再犯リスク、知的能力、身体的・精神的な問題などから、性犯罪再犯防止指導の受講の必要性が判断され、「必要性あり」とされれば原則、受講が義務付けられる。
　性犯罪再犯防止指導は、全国の６８刑務所（少年刑務所を含む）のうち１９カ所で実施。法務省によると、指導者となる職員や専門家のカウンセラーらの確保が必要なため、受講は年間約５００人が限度となる。受講の必要性があると判断される受刑者は毎年６００～７００人はいるとみられており、年々、受講待機者が積み上がる状況にある。２０１２年度末に１６７４人だった待機者は、１６年度末には延べ１８４５人に増加している。
　法務省は、受刑者の仮出所後に保護観察所で実施される同様のプログラムとの連続性を考慮し、刑務所での受講の開始期限を刑が満期を迎える１～３年前に設定する。１６年度末の受講待機者のうち７９８人は今年度内に期限を迎えるといい、受講枠の５００人を引いた約３００人が開始期限を過ぎて受講待機となる恐れがあるという。
　そのため、来年度から性犯罪再犯防止指導を実施できる刑務所を２カ所増やす方向で検討している。また、指導職員を増やすほか、経験豊富な指導職員に他の刑務所への巡回指導をしてもらうなど対策を進めている。
　刑事政策に詳しい藤本哲也・中央大名誉教授は「７月の改正刑法の施行で厳罰化が進んだ。刑務所での処遇の重要性は増しており、国全体で再犯防止に取り組み、受講待機者の解消も図るべきだ」と話している。
性犯罪再犯防止指導
　２００６年度から刑務所で実施している特別改善指導の一つ。仮出所者の社会復帰を担う保護観察所でも同様のプログラムを用意し、刑務所と一体となって更生を図る。刑務所では指導職員２人が受刑者８人のグループに対し、認知行動療法などのプログラムが実施されている。受講期間は３～８カ月。出所した性犯罪の受刑者で受講者と受講しなかった人の出所後３年間を比較した法務省の調査によると、受講者の再犯率が低くなる傾向がみられた。
https://mainichi.jp/articles/20171206/k00/00e/040/290000c

・国連委員「オンラインでの性的被害は世界的に深刻」（テレ朝ニュース／Yahooニュース・12月7日）
　日本人で初めて、国連の子どもの権利委員会の委員となった大谷美紀子氏が講演を行い、「オンライン上での性的搾取は深刻」と訴えました。

　国連、子どもの権利委員会・大谷美紀子委員：「最近、非常に重要なオンライン上の性的搾取。そういうことから子どもを守っていこうと思った時に子ども自身がどういうリスクにあっているのか、子ども自身の意見とか経験を聞くことによって、より良い防止の仕組みが作れたりすることがあります」
　「子どもの性被害防止セミナー」は6日、都内で開催されて各国の大使館の職員などが参加しました。警察庁などによりますと、今年上半期、全国で児童ポルノを製造したなどとして検挙された件数は1142件で、過去最悪を更新しました。被害者の8割以上が中高生で、裸の画像をツイッターなどSNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）上で送信させられる「自撮り被害」が多くありました。大谷氏は「こうした被害は世界的に深刻化している」「事業者の取り組みや、学校や家庭での事前の教育が非常に重要だ」と話しました。
https://headlines.yahoo.co.jp/videonews/ann?a=20171207-00000016-ann-soci

・わいせつで処分の教員　過去最多　ＳＮＳ悪用も（日経新聞・12月27日）
　2016年度にわいせつ行為で懲戒処分などを受けた公立学校の教職員は全国で226人となり、調査を始めた1977年度以降で過去最多となったことが27日、文部科学省の調査で分かった。
　226人のうち、109人（48％）が勤務先の学校の児童生徒を対象としてわいせつ行為やセクハラをしていた。前年度よりも18人増えた。84人が授業中や休み時間など、学校で行為に及んでいた。
　129人が免職、50人が停職の懲戒処分を受けた。免職の数は過去最多だった。処分を受けた教職員の所属先は小学校68人、中学校79人、高校67人、特別支援学校12人だった。
　同省の担当者は対話アプリなど「ＳＮＳ（交流サイト）の利用を介在するケースが増えている」と話す。
　体罰で処分された教員は654人で前年度よりも67人減った。大阪市立桜宮高の体罰事件を受けて13年度には4000人近くまで増えたが、近年は減少傾向にある。
　同省は今回初めて、都道府県や政令指定都市の教育委員会が定める教職員処分の基準を一覧で示した。多くの教委が児童生徒へのわいせつ行為を免職処分と定めていたが、兵庫県や高知県など処分を定めていないか公表していない自治体もあった。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO25155850X21C17A2CC1000/

＊その他
・社説：「無戸籍」問題　子の救済へ根本議論を（京都新聞／Yahooニュース・12月5日）
　戸籍をもたない子どもたちがいる。親の都合で、法の壁で。
　先週、神戸地裁が判決で、子どもの父親であることを否定する「嫡出否認」を夫のみに認める民法の規定を、合憲とした。
　残念である。この規定によって無戸籍になる子どもたちが後を絶たないからだ。
　子どもは出生から１４日以内に届けることで、親の戸籍に登録される。しかし、さまざまな理由で無戸籍の状態にされてしまう。
　その要因の一つが民法７７２条の「嫡出推定」といわれる。「婚姻中に妊娠した子は夫の子」「離婚後３００日以内に生まれた子は前の夫の子」と推定する規定だ。
　この規定による親子関係を否定できるのは夫だけというのは、男女平等の憲法に反する。原告である元妻や無戸籍となった子どもたちの訴えは当然ではないか。
　判決理由は、規定の目的は早期に父親を確定することで、子の身分の安定や利益を確保でき、合理性があるとした。しかし、現実にそぐわない。原告の子はパスポートを取得できないなど、多くの不利益を受けてきたではないか。
　無戸籍では、選挙権の行使や住民票の作成、国民健康保険への加入、銀行口座の開設などができない。進学や就職、結婚で大きな障害ともなる。深刻な人権問題である。
　無戸籍に対して、行政手続きで救済措置が可能になることもあるが、自治体の窓口に周知されているとは限らない。原告のように暴力（ＤＶ）を振るった前夫との接触を恐れて、「親子関係不存在の確認」など法的手続きに踏み切れない事情も少なくないという。
　法務省は３年前から、無戸籍の人の実態調査に乗りだし、先月までに計１４９５人を把握した。しかし、無戸籍状態を解消できたのは５２％にとどまっている。
　自治体を通じた調査で、実際には無戸籍の人は１万人に上ると支援団体はみている。上川陽子法務相は先月、情報把握の強化とともに、法的手続きに関わる家庭裁判所や弁護士などの協議会を設置するよう指示した。ようやく本腰を入れた格好だ。
　ただ、地裁は判決の中で、現在の法的手続きでは個人情報の秘匿や支援の面で不十分と指摘している。暴力的な前夫から妻子を守れるような法整備が必要だ。
　同時に民法の「嫡出推定」を見直す議論をすべきだ。父権と家督が重視された明治期にでき、現代に合わないところがある。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20171205-00000008-kyt-soci

・慈恵病院「内密出産制度」導入検討　熊本市と勉強会へ（毎日新聞・12月16日）
　親が育てられない子供を匿名で預かる「こうのとりのゆりかご」（赤ちゃんポスト）を運営する熊本市西区の慈恵病院が１６日、記者会見し、母親が匿名で出産する「内密出産制度」の導入を検討していると発表した。妊娠を知られたくない女性が医療機関で安全に出産できるようにする目的だが、子供が無戸籍になる可能性もあり、病院は課題などを整理するため年明けに熊本市と勉強会を開く。
　慈恵病院の説明によると、母親が行政機関に実名を届け出た上で、病院では匿名で出産する。生まれた子供は特別養子縁組をし、一定年齢に達すれば行政機関で出自を知ることができるようにする。２０１４年にドイツで導入された制度を参考にした。
　ゆりかごの運用が始まった０７年５月から今年３月までに慈恵病院が預かった計１３０人のうち半数近い６２人は、母親が自宅や車中などで医療的ケアを受けずに産む「孤立出産」だった。こうした現実を踏まえ、蓮田健副院長は制度導入を目指す理由について「ゆりかごの運営を続ける中で、自宅出産のケースが増えるなど母子を守る点で新たな課題が見えてきた」と説明した。
　ただ、今の戸籍制度では親らに出生の届け出義務があり、母親が匿名の場合は無戸籍になる可能性がある。ゆりかごに預けられた子供の母親が分からない場合は市長が名付け親になって子供の戸籍を作っているが、母親が分かっている内密出産で同様の運用が認められるかは不透明だ。
　蓮田副院長は「法の解釈で実現できる可能性がある」と話したが、熊本市は「一病院、一自治体の判断で導入できるものではない」と慎重な姿勢を示している。
https://mainichi.jp/articles/20171217/k00/00m/040/052000c

・自殺書き込みの監視を強化　政府、座間事件受け対策（日経新聞・12月19日）
　神奈川県座間市のアパートで９遺体が見つかった事件で、政府の関係閣僚会議は19日、再発防止策をまとめた。事件は交流サイト（ＳＮＳ）を悪用し、自殺願望を投稿した被害者の心につけ込んだと指摘。ＳＮＳなどへの自殺を誘うような書き込みの監視や、インターネット上で自殺願望を発信する若者らの相談態勢の強化などを盛った。
　警察庁は民間団体「インターネット・ホットラインセンター」にネット上の違法・有害情報の監視などを委託している。再発防止策の一環として2018年１月から、自殺を誘引する情報も監視対象に加え、発見した場合はサイト管理者に削除を依頼する。ほかの防犯ボランティア団体や民間団体によるサイバーパトロールも強化する。
　ネット上に「死にたい」などと書き込む若者らへの対策ではＳＮＳを活用。文部科学省が17年度以降、無料対話アプリ「ＬＩＮＥ」などで悩み相談を受け付ける事業を25自治体で行う。長野県教育委員会が９月に同様の取り組みをしたところ、短期間で非常に多くの相談に対応できたことを踏まえた。
　ＳＮＳなどの事業者側には自殺を誘う情報の自主的な削除を求める。ネット検索事業者にも、自殺につながる用語が書き込まれた場合に相談窓口の広告を表示する対策を要請する。
　厚生労働省は新たに有識者会議を設置。再発防止の取り組みを検証し、自殺総合対策大綱の見直しなどに反映させる。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO24798800Z11C17A2CR0000/

・中高生の9割、スマホ使って勉強　「YouTubeで問題の解き方見る」（ItMsdiaNEWS／Yahooニュース・12月18日）
　「中高生の9割が勉強時にスマートフォンを活用する」――MMDLaboは12月18日、中高生の勉強時におけるスマートフォン利用実態について、こんな調査結果を発表した。スマホを使い、分からない単語の検索などをしているという。

　スマホを所有する中高生2275人のうち、学校がスマホの持ち込みを「許可している」と答えた中学生は14.5％、高校生は86.5％だった。ただし、「授業中は先生に預けなければならない」「休み時間は使用できる」など、条件付きで許可する学校も少なくない。

　スマホ持ち込みを許可されている学生のうち、スマホで学校を使っている中学生は21.6％、高校生は64.1％だった。使用内容は「授業や勉強の分からないことを検索する」が中高生共に最多。中学生は「友達のノートを撮る」（19.8％）、「宿題など連絡事項をメモする」（17.3％）が続くが、高校生は「休み時間にSNSをチェックする」（39.1％）、「黒板の写真を撮る」（37.4％）などが多い。

　学校外も含めると、9割以上の中高生が「勉強でスマホを使用している」と回答。使用内容で多かったのは「分からない問題や単語の検索」（中学生55.1％、高校生55.2％）で、「YouTubeなどで問題の解き方や授業を視聴」（同38.0％、37.2％）が続く。分からないことはネットで調べるという習慣が定着しつつあるようだ。

　調査期間は11月7～22日。オンライン学習塾「アオイゼミ」を利用する12～18歳の男女2721人を対象にインターネット調査を実施した。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20171218-00000048-zdn_n-sci

・学校での「10分昼寝」は爽快？疑問？　集中力アップに効果　「強制」に批判、廃止の例も（西日本新聞／Yahooニュース・12月19日）
全国の小中高校で注目される「午睡」
　眠気がなくなり、集中力が上がるなどとして全国の小中高校で注目される「午睡」。医学的にもその効果は証明されており、福岡市では4月、西区に新設された西都小が開校と同時に実践を始めた。一方、午睡を取り入れたものの、子どもや保護者の反対で廃止した学校も。教室での定着には課題もありそうだ。
　午後2時25分。「今からリフレッシュタイムを始めます」との校内放送と同時に、モーツァルトのBGMが全校に流れ始め、児童たちが机に突っ伏して目を閉じた。「マイ枕」や「マイクッション」を持参している子もいて、気持ち良さそうだ。担任の先生も一緒に机に突っ伏していた。

　西都小の昼下がりに、毎日見られる光景だ。10分後、午睡を終えた5年生の松野佑大君は「少し寝られて頭がすっきりした。午後からの授業も頑張れそう」と笑顔を見せた。

　同校では集中力の高い午前中に5こまの授業を行い、給食と昼休み、掃除の後、10分間の午睡。眠気をとばしてから、午後の授業に臨んでいる。朝も全校一斉のラジオ体操をしてから授業を始めるなど、オンとオフの切り替えを促す。斉藤啓一校長は「児童からも教師からも評判は上々。1年間行ったら、具体的な効果の検証をしていきたい」と前向きだ。
「全員に強制するのは良くない」
　一方、福岡県筑前町の夜須中は2014年に午睡タイムを導入したが、1年で廃止した。

　全校一斉に午睡を取り、当初はうまくいっていたが、やがて「全員に強制するのは良くない」といった声が保護者らから上がった。別室での自由参加に切り替えて続けたが、参加者は徐々に減っていき、全校で10人程度になったため年度末でやめたという。

　清武道男校長は「寝るより体を動かしたい、図書館で本を読みたいという生徒が多かった。学力向上を狙っての取り組みだったが、現在は別の方策を模索している」と話した。

　学校での午睡の先駆けとされる同県久留米市の県立明善高は05年の開始以来、今も昼休みに10分間の午睡の時間を設け、毎年アンケートを実施して効果を検証している。

　午睡により午後からの授業の眠気を抑えられ、授業に集中できるという声は多く、受験を控えた3年生も睡眠不足を補おうと積極的という。同校の午睡は当初から任意参加。現在、日常的な参加は全校生徒の2割程度という。

　同校の午睡を指導した久留米大医学部の内村直尚教授（睡眠医学）は「全国の学校から取り入れたいという相談を受けるが、半数以上が導入を断念したり、一度始めても1年でやめてしまったりしている」と説明。原因として、日本では午睡について怠けているというイメージが根強いことや、効果を明確に感じづらいことなどを挙げる。

　内村教授は「午睡の取り組みを続けるためには、目的をはっきりさせた上で効果を定期的に検証し、生徒や保護者にフィードバックしていくことが大切」と呼び掛けている。
肥満、認知症予防にも
　久留米大の内村直尚教授によると、1日の眠気のリズムは午後2～4時と、午前2～4時の2回あり、午睡は昼食後、午後の眠気が生じる前に行うのが効果的だという。時間は30分以内（20歳未満は10分程度）で、無理に眠らなくても目を閉じて安静にしているだけでもよい。週3回以上の頻度で行うことで、意欲・集中力の増加、夜の睡眠の質の向上、肥満や病気の予防などの効果があることが証明されている。

　また、認知症予防の観点からも注目されている。これまで国内で行われた複数の研究では、高齢者で習慣的（週3回以上）に30分以内の午睡をする人は、習慣のない人に比べ、認知症になるリスクが著しく軽減されることが分かっている。ただ、1時間以上では逆にリスクが高まるとする研究結果も出ている。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20171219-00010000-nishinpc-soci

・無戸籍の子２０１人、全員の就学確認　文部科学省（朝日新聞・12月19日）
　６～１５歳の無戸籍の子ども２０１人の就学状況について、文部科学省が８月時点で調べたところ、全員が小中学校に在学していたことが分かった。同省が１９日、発表した。調査は今年で３回目で、対象者は２０１５年が１４２人、１６年が１９１人と年々増えているが、就学できていない子が１人もいなかったのは初めて。
　調査は、法務省が把握している無戸籍の子どもを対象に、居住地の計１５４市区町村の教育委員会を通じて行った。登校状況では、９５・５％にあたる１９２人が「支障なく登校している」との回答で、過去に未就学期間がある子どもも４人にとどまった。
　一方、２０１人のうち、調査前後で無戸籍状態が解消されたと確認できたのは１１人だけだった。家庭裁判所での調停手続きなど、保護者への負担感が、無戸籍解消の進まない要因になっているとみられる。文科省は各教委に対し、無戸籍の子どもが確実に学校に通えるようにするとともに、無戸籍状態の解消に向けて支援をするよう求めている。
https://www.asahi.com/articles/ASKDM54N1KDMUTIL045.html?iref=comtop_list_edu_n02

・内密出産「相談あれば対応」　厚労相、病院の導入検討に（朝日新聞・12月19日）
　「こうのとりのゆりかご」（赤ちゃんポスト）で知られる熊本市の慈恵病院が、母親が匿名で出産して子どもは後に出自を知ることができる「内密出産制度」の導入を検討していることについて、加藤勝信厚生労働相は１９日の閣議後の記者会見で、「熊本市から相談もないのでコメントは控えたい。仮に相談があれば対応させていただく」と述べた。
　加藤氏はまた、「母体と胎児の健康と安全をしっかりと確保することが重要だ」とし、予期しない妊娠に悩む母親への支援については、各市区町村に設置を進めている相談窓口「子育て世代包括支援センター」で対応していくとした。
　内密出産は妊娠を知られたくない女性を医療機関が匿名で受け入れることで母子の安全を図り、子どもが一定の年齢になれば母親の身元を知らせる仕組み。ドイツで制度化されている。
https://www.asahi.com/articles/ASKDM3SPRKDMUTFK00C.html?iref=comtop_list_edu_n03

・親の期待圧がわが子を非行に走らせる!?（日経DUAL／Yahooニュース・12月21日）
教育社会学者の舞田先生が統計データを使って、子育てや教育にまつわる「DUALな疑問」に答える本連載。今回のテーマは学業成績と非行です。学歴社会を通り抜けてきたDUAL世代ですが、社会人となった今になってみると「学生時代の成績が良かった人が必ずしも仕事ができるわけではない」という実感を持つことも多いですね。では、平成時代も終わりが近づく現代の少年たちの価値観はどうなっているのでしょうか。やはり学歴重視？　それとも成績の呪縛から解放されているのでしょうか？　舞田先生が鋭く分析します。　コラムの終盤では今あるべき親の姿についても述べられています。ぜひじっくりお読みください。

●非行に走る原因として学業成績に注目してみよう

　こんにちは。教育社会学者の舞田敏彦です。今回は、少年非行のお話です。非行とは、未成年者による法の侵犯行為ですが、それが起きる過程は3つに区分することができます。

　（1）生活態度が不安定化する過程、（2）非行を誘発しそうな環境に遭遇する過程、（3）行為が非行として警察に認知される過程、です。少年を非行に押しやる過程（push）、非行に引き込む過程（pull）、行為が事件化する過程（recognize）、と言い換えてもよいでしょう。私は学生のころ、「プッシュ、プル、リコグナイズ」と口ずさんで覚えました。

　ここで焦点を当てるのは、（1）のプッシュ過程です。思春期にもなれば、子どもの心は激動を繰り返し、いつだって不安定なものですが、その浮動を規定する要因は何でしょう。答えは無数にありますが、私が注目するのは学業成績です。

　「成績不振→非行」という因果経路は、誰もがピンとくるでしょう。学歴社会のわが国では、なおさらのこと。学校での成績が振るわないことは、否定的な自我の形成や将来展望閉塞をもたらし、当人を非行へと傾斜せしめるのに十分な要因になり得ます。いつの時代でもそうでしょうが、最近になって両者の関連が強まっているのではないか。こういう仮説を持って、データを分析してみることにいたしましょう。

●「勉強ができない子は非行に走る」が30年間で加速している！

　内閣府の『非行原因に関する総合的研究調査』（2010年3月）では、一般少年と非行少年に、クラス内の成績がどの辺りかを自己評定させています。非行少年とは、刑法犯・特別法犯で検挙・補導された、12歳以上の犯罪少年・触法少年です。中学生の男子を取り出し、両群の成績分布の時系列変化を対比すると、図1のようになります。

　一般少年はこの30年間でさほど変わっていませんが、非行少年は成績不良者が明らかに増えてきています。「悪い方」の割合は1977年では47.9％でしたが、2009年では8割近くにも達しています。

　このように、両群の成績分布が乖離してきていることは、学業成績が振るわない者から非行少年が出やすくなっていることを示唆します。
2人に1人が大学へ進学する時代、学業不振者にはキツさが増している！？
　一般少年と非行少年の数値を照らし合わせることで、この点を可視化してみましょう。2009年の一般少年の成績不良率は35.6％、非行少年のそれは79.0％です。よって、成績不良者からの非行者の出現確率は、79.0/35.6 ≒ 2.22　という数値で測られます。成績不良群から非行少年が出る確率は、期待値の2倍以上であると。

　3つの成績群についてこの数値を計算し、時代変化が分かるグラフにしてみました（図2）。非行少年の中での割合が、一般少年の中での割合の何倍かです。非行少年の輩出率ということにしましょう。ジェンダーの差もみるため、男女で分けています。

　成績良好群と普通群からの輩出率は減っていますが、不良群からの輩出率は上昇してきています。この傾向は、男子よりも女子で顕著です。

　ポストモダンとか価値観の多様化とか盛んに言われるようになり、学業成績に重きを置かない子どもが増えている、という指摘を何かの記事で読んだことがあります。しかし現実はグラフの通りで、成績は未だに子どもの自我を強く規定し、その良し悪しが非行に影響する経路があるようです。最近では、それが強まっているとすらいえます。

　調査の始点の1977年では、大学進学率（18歳人口ベース）は26.4％でしたが、終点の2009年では50.2％にまで高まっています。マーチン・トロウ流にいうと、高等教育のユニバーサル段階への突入です。大量進学体制がますます強まり、上級学校への非進学という選択肢は取りにくくなっています。こうした状況の中、成績如何が自尊心剥奪や将来展望不良を媒介にして非行につながる、という因果経路が太くなっているのではないか。

　ちなみに第15回の記事で見たように、小・中学生の自殺動機の首位は「学業不振」です。統計上は、いじめを苦にした自殺よりもこちらの方が多くなっています。
少子化が子どもの自尊心を低くするというメカニズム
　少子化により、量的に少なくなった子どもに対する、親や周囲からの期待圧力が強まっていることにも要注意。図3は、1950年と2050年の人口の年齢構成を対比したものです。3つの年齢グループの人口量を正方形の面積で表現しています。

　100年間の変化はあまりにも大きい。1950年では「子ども1：大人2」でしたが、2050年では「子ども1：大人9」の社会になると見込まれます。

　大人が子どもに文句を言う頻度が増えてくる（子ども1人に対し、大人9人の口から！）。真面目な子ほどそれに翻弄され、自我を傷つけてしまう。これは、大人が子どもを圧し潰していることにほかなりません。学業不振と非行の関連が強まっているのも頷けます。

●「自分はどうだ？」と振り返り、親が学ぶ姿勢を見せよう

　フランスの思想家のルソーが、子どもの発達に先んじた余計な教育を施すべきではない、放っておくのがよいという「消極教育論」を唱えたことは有名ですが、この思想は含みを持っているように思えます。（無茶な）早期受験が進行している状況を見ると、なおのことです。

　「子どもは、放っておけば育つ」。こういう構えも持ちたいもの。勉強すべきなのは子どもだけではありません。われわれ大人もそうです。社会の変化が速く、子ども期に学校で学んだ内容など陳腐化しているのですから。いみじくも今は、生涯学習の時代。「子どもが」「子どもが」と言う前に、自分のことをしましょう、そういう無言の背中が、子どもにとっての範となるのです。

　著名ブロガーのちきりんさんが、「教育に関心があるなどと言い出したら、その人の成長は終わりだということ」とおっしゃっていますが、全くその通りだと思います。これからのオトナが肝に銘じるべき名言かと。

　わが国の非行統計を分析してみると、世代関係の歪みを見て取れることがしばしばです（第31回の少年犯罪の国際比較も参照）。間もなく年が変わりますが、ご自身の養育態度を点検してみるのもいいかもしれませんね。それと、学校での成績が全てではないことを、子どもに言い聞かせたいもの。今の時代、生き方の「オルタナティブ」はいろいろ開けているのですから。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20171221-41318298-nkdualz-life

・養育態勢が悪化、子の返還命令「撤回」…最高裁（読売新聞・12月26日）
　国外に連れ去られた子の扱いを定めたハーグ条約に基づき、父がいる米国に子を返すよう命じて確定した裁判所の決定について、最高裁第１小法廷（山口厚裁判長）は２１日付で、確定後に父の養育態勢が悪化したことを理由に返還を命じない決定をした。

　同条約の実施法は、子の返還命令が裁判所で確定しても、事情の変化が生じた場合には、裁判所に申し立てて命令を変更できると規定。外務省によると、同条約が日本で発効した２０１４年４月以降、今回が同法の規定に基づく初の申し立てだった。

　決定などによると、両親は６～１１歳の子４人と米国で暮らしていたが、１４年７月、母が４人を連れて日本に入国。父は家裁に子の返還を申し立て、１６年１月に４人を米国に返すよう命じる決定が大阪高裁で確定した。だが、その後、父が生活に窮し、母が返還命令の変更を申し立てた。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20171228-OYT1T50024.html

・わいせつで処分の教員　過去最多　ＳＮＳ悪用も （日経新聞・12月27日）
　2016年度にわいせつ行為で懲戒処分などを受けた公立学校の教職員は全国で226人となり、調査を始めた1977年度以降で過去最多となったことが27日、文部科学省の調査で分かった。
　226人のうち、109人（48％）が勤務先の学校の児童生徒を対象としてわいせつ行為やセクハラをしていた。前年度よりも18人増えた。84人が授業中や休み時間など、学校で行為に及んでいた。
　129人が免職、50人が停職の懲戒処分を受けた。免職の数は過去最多だった。処分を受けた教職員の所属先は小学校68人、中学校79人、高校67人、特別支援学校12人だった。
　同省の担当者は対話アプリなど「ＳＮＳ（交流サイト）の利用を介在するケースが増えている」と話す。
　体罰で処分された教員は654人で前年度よりも67人減った。大阪市立桜宮高の体罰事件を受けて13年度には4000人近くまで増えたが、近年は減少傾向にある。
　同省は今回初めて、都道府県や政令指定都市の教育委員会が定める教職員処分の基準を一覧で示した。多くの教委が児童生徒へのわいせつ行為を免職処分と定めていたが、兵庫県や高知県など処分を定めていないか公表していない自治体もあった。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO2515585027122017CC1000/

・給与の格差最大３倍　スクールソーシャルワーカー　賞与、交通費もばらつき（西日本新聞・12月28日）
　教育と福祉のパイプ役として不登校やいじめ、虐待、貧困などの問題に家庭や学校と連携して対処するスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の給与が、九州７県や政令市、中核市の教育委員会で最大３倍の格差があることが、西日本新聞の取材で分かった。賞与を出す市がある一方、交通費不支給の市もあった。国は２０１９年度までに全国に約１万ある公立中学校区すべてに配置する計画だが、ＳＳＷの給与だけでは生活が困難な例も多く、人材確保が課題になっている。
　本紙が九州７県教委と政令市・中核市教委に、それぞれで採用するＳＳＷの待遇を問い合わせたところ、給与は福岡県が時給５千円だったのに対し、長崎県などは時給３千円、宮崎、鹿児島両県は時給２千円、佐賀県の準有資格者は時給１５００円と大きな差があった。月給制の市でも、最も高い福岡市の２５万８２００円に対し、最も低い宮崎市は１４万４３００円だった。
　非常勤嘱託として週４日勤務の北九州市は、月給２５万６００円に加えて賞与や時間外手当も支給。厚生年金保険の適用もある。市教委は「専門職であり、市の嘱託職員でも待遇が一番いい」としている。
　多くの教委は、ＳＳＷが学校などを訪れる際の交通費を補助するが、熊本、大分、宮崎市などは「給与に含まれている」として別途支給はしていない。身分は、ほとんどの教委が非常勤の嘱託か職員だった。
　福岡市教委は「ＳＳＷは成果が非常に上がっており、待遇面を充実させてきた」。大分県教委も「処遇を改善して必要な人材を集めるため」として本年度から時給を千円アップした。
　長崎県教委は「待遇が十分とは言えない。ＳＳＷから生活の相談をされることもあるが、所得保障の事業ではなく難しい面がある」とした上で「ＳＳＷの携帯電話使用料を予算化している自治体もあり、改善していきたい」と話した。
　ある中核市の市教委幹部は「学校現場でのＳＳＷの需要は高まっており、増員の要望が寄せられている。限られた予算の中で、人数を増やすべきか、待遇を改善すべきか悩ましい。国の財政的な支援を求めたい」と訴えた。
【ワードＢＯＸ】スクールソーシャルワーカー
　学校や教育事務所を拠点に児童相談所や医療機関、行政と連携して子どもを取り巻く問題を解決に導く福祉専門職。社会福祉士や精神保健福祉士などの有資格者が中心で、採用基準は自治体で異なる。文部科学省が２００８年度から活用事業を導入し、都道府県、政令市、中核市を対象に人件費の３分の１を補助する。１６年度は全国で１７８０人が活動した。来年度予算案では７５００人分を計上している。一般市町村は県から派遣・配置を受けるが、人数は限られ、独自予算で採用する市町村もある。
https://www.nishinippon.co.jp/feature/tomorrow_to_children/article/383252/

・増殖する「○○ハラ」　根強い悪弊、職場悩ます 1989年からの視線(2)（日経新聞・12月31日）
　「セクシャル・ハラスメント」。この言葉が1989年の新語部門で流行語大賞に選ばれたのは、86年に西船橋駅で泥酔して絡んできた男性を女性が突き飛ばし、死亡させる事件がきっかけだった。千葉地裁は翌年、女性の正当防衛を認め、無罪判決を言い渡す。
いじめや嫌がらせへの意識の高まりとともに
「ハラスメント」という言葉が定着した
　女性の社会進出が本格化した時期に出た判決を受け、「セクハラ」は性的な嫌がらせをけん制する言葉として定着した。女性の弁護団長を務めた弁護士、河本和子さん（76）は「昔から社会的に許容されていた性的な嫌がらせを抑制する契機になった」と振り返る。
　パワハラ、オワハラ、マタハラ……。「○ハラ」という言葉は今、30以上あるとされる。人間関係や職場の構造の変化に伴い、ハラスメントの定義も広がってきた。例えば、男性社員の育児休業を認める企業で起きているのが「パタニティーハラスメント（パタハラ）」だ。
　東京都内に本社を置く証券会社の男性部長（47）は2016年春、育休から復帰した。休暇前と同じ業務を担うつもりだったが「ほとんどの仕事を取り上げられた」。その一方、深夜帯の海外の機関投資家との仕事を指示されるなど、不可解な状況が続いた。17年１月、うつ病を発症。復職可能と診断されても会社は男性を業務に戻さず、10月に無給の休職とした。
	「○ハラ」の一例

	
	略称
	意味

	セクシュアルハラスメント
	セクハラ
	性的な嫌がらせ行為

	パワーハラスメント
	パワハラ
	業務の適正な範囲を超えて精神的・身体的な苦痛を与える、又は職場環境を悪化させる行為

	パタニティハラスメント
	パタハラ
	男性が育児休業の取得などを機に職場で仕事を不当に減らされるなどの嫌がらせ行為

	就活終われハラスメント
	オワハラ
	企業側が威圧的な言動などで応募者に就職活動の終了を強要する行為

	スメルハラスメント
	スメハラ
	臭いで周囲を不快にさせる行為

	スモークハラスメント
	スモハラ
	非喫煙者に喫煙を強要したり、煙にさらさせる行為

	セカンドハラスメント
	セカハラ
	ハラスメントの被害を訴えたことが原因で、会社側からさらに嫌がらせなどを受けること


　「育休を取る人は仕事ができないというレッテルが貼られていた」。男性はそう受け止めている。男性は地位保全や賃金支払いを求める仮処分を東京地裁に申し立てた。「安心して育休が取れる環境を部下に与えたい」
　「逆ハラ」は部下から上司への嫌がらせを指す。仙台市の男性会社員（45）は３年前、課長として異動した部署で被害を経験した。着任早々、一部の部下に無視された。
　トイレの個室にいると、若手の「課長失格」「仕事ができない」という陰口が聞こえてきた。男性は「部下に信用されていない」と悩み、１年間の休職に追い込まれた。
　ハラスメントは直訳すると「嫌がらせ」。定義はあいまいで、嫌な思いをすれば悪意を伴わなくても○ハラ化する風潮も。東京都内のＩＴ企業に勤める女性（26）は職場の男性の体臭に悩まされている。「デリケートな話題で直接言えない。スメハラ（スメルハラスメント）だ」という。
　藤井剛・明治大特任教授（教育学）は「性別や立場による上下関係がはっきりしていた時代には嫌なことを嫌と言えなかった。今は何かをハラスメントだと指摘すれば周りが反応して抑止につながる」と、○ハラの広がりを分析する。
　セクハラを認知させることになった河本さん。「気に入らなければ何でもハラスメントにする窮屈な世の中になってしまった」とも感じている。「ハラスメントにあたるのかあたらないのか、きちんと線引きする意識も必要だ」と強調する。
■主観頼み、線引き困難
　ハラスメントは、被害を訴える個人の主観に左右される面があり、どこからがハラスメントかの判断は難しい。厚生労働省はパワハラを「職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、精神的・身体的苦痛を与える行為」と定義し、「過大な要求」など該当するケースを６つの類型に分けている。
　ただ、一般的な命令が言い方や状況などによって過大と捉えられる可能性もある。労働局の担当者は「個人の捉え方に左右される問題なので、裁判事例などと照らし合わせるしかない」と明かす。対策は企業側の努力義務というのが現状だ。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO25267570Q7A231C1930M00/
